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子会社の異動に関するお知らせ 

 

当社とＴＰＲ株式会社（以下「ＴＰＲ」）との合弁会社であり、当社の特定子会社であるＴＯ

Ｃキャパシタ株式会社（以下「ＴＯＣＣ」）が当社の特定子会社に該当しなくなりましたので、

お知らせいたします。 

 

１．当該子会社の内容及び異動の理由 

当社とＴＰＲは、両社の強みとする保有技術の融合により、新たな事業領域拡大に向け、

電気二重層キャパシタに係わる開発を共同して行なうことを目的として両社折半出資により、

平成 23 年４月 1 日にＴＯＣＣを設立いたしました。 

この度ＴＯＣＣの合弁事業について合弁先であるＴＰＲと協議してまいりました結果、今

後はＴＰＲが主体となって進めてゆくことで合意しました。これに伴い、本日開催されたＴ

ＯＣＣの臨時株主総会において取締役選任議案が可決され、当社派遣の取締役がＴＯＣＣ取

締役会の過半数でなくなりました。 

当社のＴＯＣＣに対する出資比率（50％）は変更ありませんが、これによりＴＯＣＣを連

結子会社から持分法適用会社へ異動するものであります。 

この結果、ＴＯＣＣは当社の連結子会社でなくなるとともに、当社の特定子会社に該当し

ないことになりました。 

なお、当社のＴＯＣＣに対する出資比率は、ＴＯＣＣが実施する第三者割当増資（平成 26

年９月 29 日実施予定）により、43.75％となる予定であります。 

ＴＯＣＣの運営に当たっては引き続き合弁先であるＴＰＲと協力して事業化に向けて取り

組んでまいります。 

 

２．異動する子会社の概要 

（１） 名 称 ＴＯＣキャパシタ株式会社 

（２） 所 在 地 長野県岡谷市天竜町三丁目 20 番 32 号 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役社長 丸山律夫 

（４） 事 業 内 容 
電気二重層キャパシタ、２次電池に係わる性能・製造・制御

に関する技術開発、及びこれらの応用製品の開発 

（５） 資 本 金 250 百万円 (平成 26 年６月 30 日現在) 

（６） 設 立 年 月 日 平成 23 年４月１日 

  



 

（７） 大株主及び持株比率  
岡谷電機産業株式会社 50.0% 

ＴＰＲ株式会社    50.0% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係
当社は当該会社の発行株式の 50％を保有して

おります。 

人 的 関 係
当社は当該会社に役員及び従業員を派遣して

おります。 

取 引 関 係 当社は当該会社に貸付金があります。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 24 年３月期 平成 25 年３月期 平成 26 年３月期 

 総    資     産 51 百万円 236 百万円 258 百万円

 純 資 産 42 百万円 224 百万円 4 百万円

 １ 株 当 た り 純 資 産  8,438 円 11,229 円 232 円

 売 上 高 －百万円 －百万円 2 百万円

 営 業 利 益 △57 百万円 △117 百万円 △218 百万円

 経 常 利 益 △57 百万円 △117 百万円 △219 百万円

 当 期 純 利 益  △57 百万円 △117 百万円 △219 百万円

 １株当たり当期純利益 △11,562 円 △5,880 円 △10,997 円

 １ 株 当 た り 配 当 金  －円 －円 －円

 

３．合弁相手会社の概要 

（１） 名 称 ＴＰＲ株式会社（コード：6463、東証第１部） 

（２） 所 在 地 東京都千代田区丸の内一丁目６番２号 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役会長 平出 功 

取締役社長 山岡 秀夫 

（４） 事 業 内 容 自動車用、建設機械用、農業機械用、船舶用、航空機用、そ

の他各種ピストンリング、シリンダライナ、バルブシート及

びシール部品の製造販売 

（５） 資 本 金 4,537 百万円（平成 26 年 7 月 31 日現在） 

（６） 設 立 1939 年 

 

４．日 程 

（１）取締役会決議日 平成 26 年 9 月 26 日 

（２）ＴＯＣＣ臨時株主総会決議日 平成 26 年 9 月 26 日 

（３）子会社の異動年月日 平成 26 年 9 月 26 日 

 

５．今後の見通し 

平成 27 年３月期の連結業績予想への影響につきましては、他の要因を含め修正が必要と判

断される場合には速やかに開示いたします。 

 

以 上 

 


